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研究成果の概要： 

世論調査や意識調査など、学生が身近に接する調査の技法についての理解を促すことは、高

等教育における研究・学習の基礎的スキルの育成として、また、学士課程修了後を視野に入れ

たキャリア教育の観点からも重要と考えられる。本研究では、質問紙調査やインタビュー調査

などの社会調査スキルの育成を目的として、情報技術を利用した学習支援システムの開発と、

これらを利用した大学での授業実践を実施し、評価を行った。 
本研究は、大きくは 2 つの計画に分けることができる。第一の「システム開発・拡張」では、

調査票作成を支援する「調査票作成・相互回答支援システム」と、インタビュー調査の学習を

支援する「インタビュー動画オンライン共有システム」の開発・拡張を行った。第二の「シス

テムを利用した授業実践研究」では、社会調査スキルの育成とシステムの評価を目的とした授

業実践を大分大学での教養教育科目として 4 科目実施した。また、システム評価も含めた授業

として 2 科目を実施し、合計 6 科目を通してシステムの適用範囲の可能性を検討した。 
これらの研究成果の一部は、雑誌論文をはじめ、国内学会、国際会議等で報告を行っている。

成果としては、第一に、授業とシステムの利用によって、調査票における質問内容（問い）の

深化の支援が可能になったことが挙げられる。第二として、とくにインタビュー動画オンライ

ン共有システムでは、自らのインタビュー時の映像の振り返り（リフレクション、再吟味）や、

収録すること自体が、自身の学習に対して肯定的な影響を与えていることが明らかになった。

現在、本研究の中核となる部分の成果を学術論文として投稿の準備を進めている。また、これ

らの成果を元に、09 年度も新たな授業実践を実施しており、さらなる発展を目指している。 
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１．研究開始当初の背景 
 
 近年のインターネットの普及や、情報通信

技術の高度化などにより、国内における世論

調査や意識調査をはじめとする「社会調査」

は、量的に増加しつつある。 

かつての社会調査は、新聞社や放送局、ま

た、研究所や大学などが調査主体であり、調

査結果はマスメディアを通して報道される

のが一般的だった。しかし、近年ではインタ

ーネットを利用することで、個人単位でも容

易に大規模な社会調査を実施することが可

能になっている。さらに、調査結果について

もインターネットを介して自由に発表が可

能であり、これまで以上に玉石混合の情報発

信がなされるようになっている。 

しかし、このような時代の変化にもかかわ

らず、学校等の教育課程では、社会調査に関

する十分な教育が行われているとは言えな

い。もちろん、国内でも一部の大学では, 

データサイエンス教育など、社会調査や統

計教育が重点的に行われている事例もある。

また、社会調査の資格化を目指した「社会調

査協会」開催の動きもある。しかし、個々の

授業における学習支援方法や教授法の研究

開発については不十分な面があると言える。 

本研究では、質問紙調査などの定量的調査

や、インタビュー調査などの定性的調査を実

施する基礎的技能のことを「社会調査スキ

ル」と呼ぶ。大学教育の導入教育の段階で、

社会調査スキルを習得させることは、学生の

その後の教育・研究やキャリアにおいて重要

な意味を持つと考えられる。また、これらの

スキルは、統計教育やデータ解析に関する学

習を深める上での前提にもなる。 

また、大学の導入教育段階では、社会調査

スキルは情報教育との関わりも深いと考え

られる。質問紙の作成や記録、集計や分析、

報告書等の発行まで、コンピュータスキルと

も密接に結びついている面がある。このため

社会調査スキルの育成は、情報技術を用いた

学習支援が有望な分野とも言える。 
 
２．研究の目的 
 
上記のような背景と問題意識に基づき、本

研究では、社会調査スキルの育成を目的とし

た授業開発と、情報技術を利用した支援シス

テムを開発し、大学教育の授業実践をフィー

ルドとした評価を行う。実践研究では、シス

テムのみならず、社会調査スキルを育成する

ための学習支援方法や、学習環境デザイン方

法についても検討することを目的とする。 

定量的調査（とくに質問紙調査）と、定性

的調査（インタビュー法等）の基礎の習得を

狙った授業実践研究を行う過程で、社会調査

スキルを育成するための学習支援方法を明

らかにすることが本研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
 
本研究の計画は、大きくは「システム開発

・拡張」と、「システムを利用した授業実践

研究」とに分けられる。 

システム開発・拡張では、調査票作成を支

援する「調査票作成・相互回答支援システム

」と、インタビュー調査の学習を支援する「

インタビュー動画オンライン共有システム」

の開発・拡張を行い、各学期に開講した授業

実践の履修学生に提供した。 

システムを利用した授業実践研究では、社

会調査スキルの育成を目的とした授業実践を

開講し、実践の中で評価を行った。07年～08

年の2年間の実践研究のうち、各年度の前期に

は、質問紙調査を中心として調査票の作成方

法から、調査の実施、報告を含む授業を開講

した（これを「質問紙・実践型」と呼ぶ）。後

期には、質問紙調査、インタビュー調査、観

察法も含めて方法論を中心に学ぶ授業を開講



 

 

した（これを「総合・方法論型」と呼ぶ）。異

なるタイプの授業を実施したのは、社会調査

の実践と理論とのバランスをいかに図るかを

検討しつつ、社会調査スキルを育成するため

の学習支援方法を検討するためである。 

これらに加えて、社会調査をより広い視点

で位置づけながらも、システムの実証的な評

価や応用を図るためにキャリア教育を意図し

た授業を開講し、各年度後期に開講した（こ

れを「その他（キャリア）」と呼ぶ）。 

本実践研究の対象となった各年度の受講者

数（最終的に単位を認定した学生数）を、各

授業種別に表1に示す。授業毎に、履修者数が

異なるのは開講曜限や他授業の履修者調整等

に起因している。いずれの年度でも履修者制

限や選抜等は行っていない。 

 

表1 本研究の対象となる授業実践の履修者数 

内容 07 年 

前期

07年 

後期 

08年 

前期 

08 年

後期

質問紙・実践型 147 - 141 - 

総合・方法論型 - 95 - 22 

その他(キャリア） - 13 - 78 

 

授業実践の評価にあたっては、各授業内で

実施した質問紙調査や、履修者を対象とした

グループインタビューを実施した。 

07年度後期の「総合・方法論型」と、08年

前期の「質問紙・実践型」、および、08年後期

のその他の授業では、授業やシステムの評価

のための質問紙調査を実施した（表2）。 

 

表2 質問紙調査の実施状況 

内容 実施時期 有効回答

総合・方法論型 07 年後期 88 件 

質問紙・実践型 08 年前期 134 件 

その他（キャリア） 08 年後期 71 件 

 

 人数が相対的に少なかった 07 年後期の「そ

の他（キャリア）」や、08 年後期の「総合・

方法論型」では、質問紙調査を用いず、グル

ープインタビューによる評価を行った。 
 
４．研究成果 
(1) システム開発と拡張 

システム開発・拡張では、「調査票作成・

相互回答支援システム」「インタビュー動画

オンライン共有システム」の開発・拡張を行

った。いずれも技術的な新規性というよりは、

講述する授業実践との関連付けを重視した

システムである（図 1）。 

 

図 1 インタビュー共有システム運用画面例 

 

 

両システムとも、ブラウザベースで動作す

る。サーバとして Mac OS X Server を用い、

オープンソースのコンテンツマネジメント

システムである XOOPS を基盤として、新規

に開発したモジュールを組み込んだ。デジタ

ルビデオカメラやデジタルカメラで撮影し

た動画はオープンソースの FFMpeg を利用し、

Flash Video (FLV)形式に変換して、利用者が

容易に視聴できるようにした。 

「調査票作成・相互回答支援システム」で

は、ブラウザ上で、選択式（単一、複数）、

段階評定、自由記述を用いた調査票を用いた

調査を行うことができる。また、調査票を印

刷すれば、通常の自記式での調査の実施も可

能で、必ずしもネットに依存しない。 



 

 

社会調査支援システムとしては放送大学

の REAS が著名であり、商業ベースでも多数

のサービスが提供されている。本システムで

とくに特徴的なのは、インターネット上で調

査票を作成・回答するだけでなく、設問や選

択肢そのものにコメントを付与することが

できる点である。それぞれの設問に対して、

評価コメントを自由記述や、段階評定で付す

ことができるようにした。 

中でも、選択式の設問については、用いら

れている選択肢が、「漏れなく、重複ない」

という、いわゆる MECE の原則に基づいてい

るか否かの評価を促すようにした。これによ

り、調査票作成でつまずきやすい点の支援を

行い、社会調査スキルの育成を促した。 

 「インタビュー動画オンライン共有システ

ム」では、3 人一組（インタビュア、インタ

ビュイ、観察者）を基本としたグループ学習

で利用することを前提とした。観察者がデジ

タルビデオカメラ等を用いてインタビュア

とインタビュイのやり取りを記録し、システ

ム上で授業履修者全員が共有できるように

した点に特徴がある。 

動画共有サイトとして著名なYouTubeのよ

うに、利用者は動画ファイルをアップロード

すれば共有システムに自動的に掲載するこ

とが可能である。また、内容について評価コ

メントを自由記述等で付すことができるよ

うにし、相互評価を可能とした。自身や他者

のインタビューを振り返ることで、個々人が

より改善を図りやすくした。 
 
(2) システムを利用した授業実践 

 授業実践の実施にあたっては、システムの

利用と授業内容が密接に結びつくように、か

つ、システムの利用それ自体の利用が自己目

的化しないような授業デザインとした。 

 「質問紙・実践型」の授業では、グループ

学習を基本として、学内を対象とした質問紙

調査を実施させ、結果や考察を学期末に発表

するという授業課題とした。 

システムの利用は、授業時間外のグループ

活動の支援の際に利用した。また、最終発表

の際に、動画共有システムを利用し、発表に

ついて相互評価できるようにした。 

「総合・方法論型」の授業では、学期を通

して質問紙調査の調査票を 3 回（07 年後期の

場合）作成することを主課題とした。作成し

た調査票は、授業内グループ学習もしくは、

相互回答支援システムを利用して、「相互回

答・相互評価」をする機会を設けた。 

質問紙調査の相互回答（相互評価）は、慶

應義塾大学 総合政策学部の井下理 教授の

授業実践で行われていた教授法を参考に、本

授業では、作成した調査票の「改善」「改良」

を行うことを目的としている。 

07 年度は授業時間内に、印刷媒体を用いた

相互回答・相互評価を行い、授業時間外に本

システムを利用した。08 年度は、授業時間内

でもシステムを利用し、相互回答・相互評価

に基づいた改善が行われるよう促した。 

 07 年度に実施した授業では、相互回答の機

会を設けたことについて表 3 のような評価が

得られた。相互回答に関して、「他メンバー

から有用なコメントが得られた」では、5 段

階評価で 4.52 と高い評価が得られている。

「他メンバーに有用なコメントを与えられ

た」は 0.8 ポイント以上低い結果だが、本人

の自己評価以上の相互回答・相互評価が行わ

れていたものと考えられる。全体としては、

相互回答・相互評価を設けたことには高い評

価が得られたと言え、社会調査スキルの育成

に寄与したものと考えられる。 

08 年度は、履修者数が限定されていたこと

から、グループインタビュー形式で評価を実

施したが、相互回答・相互評価に対しても、



 

 

システムに対しても一定水準以上の評価が

得られた。実践とシステムの利用のバランス

が適切に取れていたのも影響していると考

えられ、第三者からの評価に耐えられる調査

票や調査を促すことができたものと言える。

これらと直接・間接的に関係する成果として

は、雑誌論文では 1～3 が挙げられる。 

「その他（キャリア）」についての授業は、

当初、本研究の主目的ではなかったが、イン

タビュー動画オンライン共有システムを用

いて、就職活動の「面接」「面談」の練習や、

グループ面接の演習用として用いた。これら

についても、面接対策として高い評価がイン

タビューの結果得られた。本研究の前提とな

った成果としては、雑誌論文 4 が該当する。 

いずれの実践でも、授業実践とシステム利

用を通して、学生が質問内容（問い）の深化

を促進することができたものと考えられる。

本プロセスの詳細については、現在、雑誌論

文投稿に向けてデータの整理を進めている。 

また、「インタビュー動画オンライン共有

システム」では、自らのインタビュー時の映

像の振り返り（リフレクション、再吟味）や、

収録すること自体が、自身の学習に対して肯

定的な影響を与えていることを確認した。 

授業実践は 09 年度も継続しており、本研

究で得られた成果を、今後さらに展開してい

きたいと考えている。 
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